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農研機構　農村工学研究部門 施設工学研究領域 施設整備グループ
主任研究員　　泉　明良

講演①
各種ため池の補強工法の特徴と選定方法

令和７年度第１回 JAGREE セミナー（令和７年９月 17 日）

１．はじめに
農業用ため池は西日本を中心に全国に広く分
布しており、約 15 万箇所１） 存在する。農業用
ため池のうち、決壊した場合の浸水区域に家屋
や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそ
れのあるため池は、防災重点農業用ため池と位
置づけられており、約５万２千箇所２） が指定
されている。防災重点農業用ため池を対象に、
劣化状況評価や地震耐性評価、豪雨耐性評価
の結果に基づき、防災工事が計画的かつ集中
的に推進されている。豪雨耐性を向上させる
方法として、基本的に洪水吐きの改修工事が
実施されている。地震耐性を向上させるため
には、堤体や基盤の補強や改修工事が実施さ
れている。
従来、堤体の補強工法として押さえ盛土工法
や前刃金工法が多く採用されていたが、良質な
粘性土を筆頭に、良質な盛土材料が全国的に枯
渇傾向であり、経済的な観点から、押さえ盛土
工法や前刃金工法の採用が難しい状況が増加し
ている。また、改修工事が必要となるため池ご
とに、改修目的や立地条件、周辺環境による施
工上の制約となる条件が異なることから、各た
め池について個別に採用する工法を選定するこ
とには時間やコストを要している。

本報では、ため池の改修目的に応じた各種工
法を分類し、ため池の改修条件と施工上の制約
条件に基づく工法選定フローを紹介する。

２．ため池の改修目的
土地改良事業計画設計指針「ため池整備（以

下「ため池整備」という。）」では３）、ため池の要
改修の判定として以下の項目が列挙されている。
①堤体等からの漏水
②堤体のクラック及び変形
③堤体の余裕高不足
④堤体断面形の変状
⑤高い浸潤線位置
⑥洪水吐きの機能低下又は通水断面不足
⑦取水施設の機能低下
⑧安全管理施設の機能低下又は不備
上記の項目に加えて、地震耐性評価結果から

⑨耐震性の不足が挙げられる。ここで、堤体の
改修に関する項目としては、①、②、③、④、
⑤、⑨が該当する。堤体等からの漏水と、高い
浸潤線位置は、既設堤体土の劣化や水みちの発
生等に起因するものであり、漏水対策の工法を
検討する必要がある。堤体のクラック及び変形
や堤体の余裕高不足、堤体断面形の変状につい
ては、堤体の経年的な劣化による変状や、貯水

技術の動き

　（一社）農業土木事業協会では、2025（令和７）年９月 17 日に令和７年度第１回 JAGREEセミナー
を開催し、農研機構の研究者お二人にご講演をいただいた。
　この度、講演者にその概要をまとめていただき、本稿でご紹介するものである。
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池内の波浪による堤体の浸食、雨水、漏水等に
よる浸食等により起因するものであり、既設堤
体土の同程度の土質材料を用いる均一型工法に
加えて、漏水対策の工法や後述する耐震対策の
工法で改善されるか検討する必要がある。耐震
性の不足については、地震耐性評価結果から要
求される耐震性能が満足しない場合、耐震対策
の工法を検討する必要がある。洪水吐きの機能
低下又は通水断面不足については、豪雨耐性評
価結果に基づき、洪水吐きを改修することで改

善できるが、堤体の改修に該当しないため、本
報では割愛する。同様に、取水施設の機能低下
や安全仮施設の機能低下又は不備は該当する施
設の修繕や改修により機能回復するが、堤体の
改修に該当しないため、本報では割愛する。

３．ため池の補強工法について
ため池堤体の補強工法は、「ため池整備」に

記載された工法に加え、研究機関や大学、民間
企業により新たな工法が開発されている。施工

表－１　ため池堤体工法分類表
（泉：農業用ため池の改修工法の分類、地盤工学会誌、73（10）、13-18より引用し一部加筆修正）

工法の一般名称 工法の概要 具体工法

漏
水
対
策
工
法

均一型工法 堤体の面で遮水する工法

傾斜遮水
ゾーン型
工法

前刃金工法 遮水性や半透水性の土質材料を堤体上流
側の傾斜遮水性ゾーンへ設置する工法

例えば、刃金土による前刃金工法、
砕・転圧盛土工法、ボンテラン工法、
おろちの鋼土、ベントナイト混合土、
吸水性泥土改良材「ワトル」

ベントナイト
シート工法

遮水性材料にベントナイトシートを用い
た工法

中心遮水ゾーン型工法 遮水性または半透水性の土質材料を堤体
中央部の遮水性ゾーンに設置する工法

表面遮水
壁型工法

遮水シート
工法

堤体上流側法面にシートを設け遮水する
工法 遮水シート一体型ブロックマット

アスファルト
舗装工法

堤体上流側法面にアスファルト舗装を施
工し遮水する工法

堤体グラウト工法 堤体の中心部にグラウト工を施工し遮水
する工法

一般的なグラウト工法、NEWスリー
ブ注入工法

耐
震
補
強
工
法

押さえ盛土工法 法面先端の外側に低い盛土を置き、盛土
の安定を図る工法

地盤改良
工法

基礎改良 地盤に人工的な改良により地盤を補強す
る工法

例えば、一般的な地盤改良工法、マッ
ドミキサーM、パワーブレンダー工
法、WILL 工法

堤体盛土改良 堤体盛土に強度の高い改良土盛土を設置
する工法

例えば、一般的な固化剤を添加する
改良土工法、砕・転圧盛土工法、ボ
ンテラン工法、FTマッドキラー工法、
ESR工法、中性化固化処理工法、吸
水性泥土改良材「ワトル」

盛土補強土工法 ジオテキスタイル等の補強材を土中に設
置し、堤体の安定性を高める工法

ドレーン工法 浸透水を安全に堤外へ排水し、堤体内浸
潤線を下げて堤体の安定性を高める工法

耐
震
補
強
兼

漏
水
対
策
工
法

鋼矢板
（鋼管）
工法

鋼矢板（鋼管）
二重式工法

堤体天端上下流法肩に鋼矢板を打設し、
鋼矢板頭部をタイ材で連結する工法

鋼矢板（鋼管）
一列壁工法 鋼矢板を堤体内に1列打設する工法 HRC矢板（H杭コンクリート矢板）

擁壁工法 擁壁で堤体の安定性を確保する工法
例えば、現場打ち擁壁、二次製品擁壁、
めっきかご枠 EG ボックス、立体ジ
オセル工法ジオウエップ、砕石かご

全面改修工法 既設堤体を除去し新規に築堤する工法
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実績を有する工法は、農業農村整備情報総合セ
ンターの新技術情報提供システム４）や、新技術
情報提供システム５）が登録されている。登録さ
れた工法に加えて、越水に対する工法の技術開
発も進められており、越水対策工法に位置づけ
られる工法もあるが、紙面の都合上、割愛する。
改修目的に応じて、各工法を表－１６） に示す通
り、漏水対策工法、耐震補強工法に分類する７）。
また、漏水対策の効果も発揮し、耐震補強工法
も有する工法を、耐震兼漏水対策工法と位置づ
けるとともに、越水に対して効果を発揮する工
法を越水対策工法と分類する。

４．施工上の制約条件について
ため池の立地条件や周辺環境、貯水の利用形
態等を考慮し、施工性ならびに経済性を検討し
た上で、漏水対策や耐震対策等の工法を選定す
る必要がある。周辺環境では、ため池周辺で宅
地化に加え、ため池直下流での営農等が該当す
る。また、貯水の利用形態では、既存の貯水量
を維持する必要があることや、果樹栽培等のた
め、貯水の通年利用が該当する。
既往研究では、図－１に示すように、全国の
ため池 146 箇所を対象に施工上の制約条件と採
用した対策工法の関係が整理されている７）。施
工上の制約条件があるため池は 109 箇所であ

る。最も回答数の多い制約条件は、良質な材料
の調達が困難であることであり、制約条件があ
るため池の 39% を占める結果となった。次い
で、貯水量を減少させることが困難であるとの
回答が 17%、堤体下流を改修することが困難
であるとの回答が 15% であった。ここで、貯
水量の減少が困難や堤体下流の改修が困難であ
ることは、堤体断面を拡幅する工法を採用する
ことが困難であると集約することができる。

５．ため池堤体の防災工事に関する工法の選定
フローについて
ため池堤体の改修目的と施工上の制約条件を

考慮した工法選定フローを図－２に示す６）。堤
体の改修目的の条件分岐では、漏水対策の必要
性、堤体の断面変形に対する改修の必要性、耐
震性の有無とした。耐震性については、安定計
算結果によって、適用可能な対策工法が異なる
ため、基礎も含めたすべりか堤体盛土だけのす
べりかで条件分岐を設定している。漏水対策の
必要性がある場合、施工上の制約条件として、
遮水性材料が確保可能であるか、現況堤体の透
水性、盛土材料が確保可能であるかを条件分岐
として設定した。断面変形に対する改修が必要
である場合、盛土材料が確保可能かどうかで条
件分岐を設定した。耐震性の有無について、す
べりの発生形態によらず、下流側に用地上の制
約、または、貯水量の減少に対する制約の有無
によって条件分岐を設定した。
各条件分岐に沿って選択される適した工法

は、３章で示した一般的名称の各種工法の特徴
を考慮して設定した。また、漏水対策の必要性
や堤体の断面変形への対策の必要性があり、対
策工法を選択した後も耐震性の有無について確
認するフローとしている。耐震補強工法の採用
により、現況堤体の遮水性が損なわれる場合は、
漏水対策工法の検討が必要である。なお、ドレー
ン工法については、補助的な工法として位置付
け選定フローから除外している。また、鋼矢板
（鋼管）工法は、貯水の通年利用等によって落

図－１　施工上の制約条件と採用した対策工法
（泉ら：ため池防災工事における制約条件と対策工法の関
係性、農業農村工学会誌、92（2）、91-94 より引用）

良質な材料の
調達困難
69（39%）

貯水量の
減少困難
31（17%）

堤体下流の
改修困難
26（15%）

施工中の天端通行
有り 19（11%）

大型重機使用のための
工事用道路整備が困難
18（10%）

その他 11（6%）

施工中の落水が困難
4（2%）
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水できない場合に有効な工法であるが、図－１

に示す通り、施工上の制約条件として、施工中
の落水が困難であるため池数が少ないため、フ
ローに記載していない。ただし、選定フローに
よる複数の工法が選択される場合等において、
鋼矢板（鋼管）工法の方が経済性に優れている
場合があるため、この条件に該当するため池に
ついては工法選定に含めることが望ましい。
本フローを用いることで、効率的かつ体系的
にため池堤体の補強工法を抽出することができ
る。なお、本フローに適さないため池について
は個別に工法を選定する必要がある。

６．おわりに
本報では、農業用ため池堤体の防災工事に関

して、改修目的を整理するとともに改修目的別
に工法を分類した。また、施工上の制約条件を
整理し、改修目的と制約条件から適した工法を
選定するフローについて紹介した。紹介した選
定フローによって、ため池堤体に関する防災工
事の加速化することを期待する。
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現況堤体または残存する
堤体が透水性 前刃金工法

中心遮水ゾーン型工法
（中心刃金工法）

改修条件による選択

スタート

ベントナイトシート工法
遮水シート工法

アスファルト舗装工法

押さえ盛土工法
基礎改良工法

堤体盛土改良工法
盛土補強工法

均一型工法

堤体グラウト工法
擁壁工法

現況堤体の状況は遮水性材料が確保可能か

盛土材料が確保可能か

クラック及び陥没，浸食
などの断面変形があるか

現況堤体及び残存する堤体が不透水性

確保可能

確保困難

漏水があるか
ある

盛土材料の確保が可能か
ある

確保困難

耐震性があるか

ない

ある、または漏水、浸食対策により解消可能

すべりの発生形態は

END

下流側に用地上の制約や貯水量
に対する制約があるか

基礎改良工法
堤体盛土改良工法
盛土補強工法

制約条件による選択 適した対策工法

均一型工法

堤体盛土改良工法

押さえ盛土工法
堤体盛土改良工法
盛土補強工法

堤体盛土改良工法
盛土補強工法

下流側に用地上の制約や貯水量
に対する制約があるか

確保困難

確保可能

ない

ある

ない

ある

堤体盛土だけ
のすべり

確保可能

ない，または
漏水対策によ
り解消可能

基礎も含めた
すべり

ない

鋼矢板（鋼管）工法は、落水できないため池で有効な工法であるが、特殊な条件であり未記載。
耐震補強工法の採用により現況堤体の遮水性が損なわれる場合は、漏水対策工法の検討をする。

図－２　ため池堤体工法選定フロー
（泉：農業用ため池の改修工法の分類、地盤工学会誌、73（10）、13-18 より引用し一部加筆修正）
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　・ため池の耐震対策技術の開発に従事
　・地震・豪雨で被災したため池の現地調査による被災要因分析
　・�地震・豪雨時にため池の危険度を「見える化」し、行政機関による速やかな

情報共有、災害対応を支援する「ため池防災支援システム」を開発


